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静岡県教育委員会教育長 木苗直秀は、 

 

        平成 28 年２月 17 日に教育委員会第 22 回定例会を招集した。 

 

１ 開催日時  平成 28 年２月 17 日（水）     開会  9 時 30 分 

                                    閉会  11 時 30 分 

２ 会  場  教育委員会議室 

 

３ 出 席 者  教 育 長   木 苗 直 秀 

        委      員   加 藤 文 夫 

        委      員   溝 口 紀 子 

        委      員   斉 藤 行 雄 

        委      員   興   直 孝 

        委      員   渡 邉 靖 乃 

 

        事務局（説明員）   杉 山 行 由 教育次長 

                   水 元 敏 夫 教育監 

                   池 田 和 久 理事兼教育総務課長 

                   髙 橋 雄 幸 健康安全教育室長 

山 本 知 成 教育政策課長 

                   中 川 好 広 情報化推進室長 

                   平 松 明 子 人権教育推進室長 

                   長 澤 由 哉 財務課長 

                   杉 山 和 幸 福利課長 

林   剛 史 義務教育課長 

奥 村   篤 義務教育課人事監 

                   渋 谷 浩 史 高校教育課長 

                   渡 邊 浩 喜 特別支援教育課長 

                   北 川 清 美 社会教育課長 

                   増 田 曜 子 文化財保護課長 

                   福 永 秀 樹 スポーツ振興課長 

                   羽 田 明 夫 静西教育事務所長 

                   河原崎   全 中央図書館長 

                   杉 本 寿 久 総合教育センター所長 

                    

４ そ の 他 

（１） 第 41 号議案は、原案どおり可決された。 

（２） 報告事項１～３は了承された。 

 

【開 会】 

教 育 長： ただ今より、教育委員会定例会を開催する。 

12 月２日、12 月 17 日の議事録は、各委員が事前に確認の上、承認

しているので朗読は省略する。 
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今回の議事録の署名は、私のほか、斉藤委員にお願いする。 

【非公開の決議】 

教 育 長： 議案の審議に入る前に、本定例会の議案の取扱いについて諮る。 

第 41 号議案及び報告事項２、３は人事案件であるため、非公開とし

たいと思うが、異議はないか。 

全  委  員： 異議なし。 

教  育  長： それでは、非公開案件から審議を始め、第 41 号議案、報告事項２、

３は非公開とする。 

 

＜非＞第 41 号議案 教職員の懲戒処分  

 

※ 非公表 

＜非＞報告事項２ 平成 27 年度末校長等退職者状況報告  

 

※ 非公表 

 

＜非＞報告事項３ 教頭の希望降任  

 

※ 非公表 

 

【会議の公開】 

教  育  長： これより会議を公開する。 

 

報告事項１ 平成 28 年度事務局組織の改編  

教  育  長： 報告事項１「平成 28 年度事務局組織の改編」について、池田教育総

務課長より説明願う。 

教 育 総 務 課 長： ＜報告事項についての説明＞ 

教  育  長： 質疑等はあるか。 

溝 口 委 員： 幼児教育センターであるが、私学の幼稚園は対象となるのか。 

教 育 総 務 課 長： 対象となる。 

義 務 教 育 課 長： 幼稚園の設置管理を県は直接行っていない。また、義務教育と違い

設置管理義務も市町教育委員会には無いが、公立私立、幼稚園と保育園

と義務教育段階前の機関との連携を図るための専門部署となる。３ペー

ジにあるように部局横断的に私学、保育園、認定型こども園を所管する

こども未来課とも連携していくという形態となる。 

興  委  員： ４ページの５に幼児教育センターについての背景があるが、五人委員

会で議論し本年度から総合教育センター内に幼児教育センターを設置

しているが、28 年度から義務教育課内に設置するというのはどういっ

た理由があるのか。 

義 務 教 育 課 長： 本年度は総合教育センター内に幼児教育センターがあるが、対外的

には看板をかけて示しているが定員が伴っていないので、組織定員を確



- 3/6- 

保するということが課題としてあげられていた。調整段階では総合教育

センター内に定員を確保して組織規則上に位置づけてセンター内に設置

するという案もあったが、部局横断的な調整の必要性や、地理的に県庁

内にあった方が利便性もあるということで議論が進み、幼児教育段階か

ら義務教育へ進むので、所掌としても義務教育が一番近いということで

義務教育課の下に室を設けるということである。 

興  委  員： 27 年度に総合教育センター内に設置した時は新たな人員配置は行わ

なかった問題があるということ、幼稚園の教育課程を総合教育センタ

ーが行うことはふさわしくないという判断なのか。教育委員会事務局

に設置する方が効果的という理由であるのか。資料６ページ（２）は

総合教育センターは指導、研修について、役割が確立しているが、そ

うではない部分は内局でやった方が良いということで、幼稚園に重点

がおかれているのか。（４）の連携推進というのはセンターの機能とし

ては珍しいと思う。（５）の情報発信、調査及び研究は総合教育センタ

ーに残しても問題ないと思う。五人委員会で議論し総合教育センター

内で始めてわずか１年であるが、何処に問題があったのか。 

義 務 教 育 課 長： 単純に定員が確保できなかったので当初期待されていた役割が発揮

できていなかった。また、６ページの所掌に関することであるが、枠で

示したことが分掌として移る。幼児教育センターと冠する以上、幼児教

育にかかる業務を一元化するということで本庁に移すということである。 

興  委  員： 総合教育センターとして何処に問題があったかを総合教育センター所

長にお聞きする。 

教  育  監： 先に説明するが、就学前教育推進協議会という組織があり、関係各課

団体が集まって幼保の問題、公立私立の問題や、教育課程の問題を検

討しているが、行政組織としての限界を感じている。総合教育センタ

ーは教育機関であり調査、研修、研究を丁寧にやっている。幼児教育

については人員配置もない中、ＯＢスタッフ等を活用しながら進めた。

今後は教育機関として現状のまま継続するよりも、28 年度は行政機関

として知事部局と連携をとることも必要であり、カリキュラム的なこ

とについても進めていくために本庁に移す。４ページに他県の状況も

明示しているが、栃木や群馬のようにセンター内に設置しているとこ

ろもある。 

興  委  員： 教育課程や知事部局との連携推進という観点だと総合教育センターで

限界が無いわけではない感じがする。最初から総合教育センターに配

置したことは問題が無かったわけでもないという感じがあるので、五

人委員会で議論がなかった可能性がある。所掌事務は他と違いかなり

突出していると思うので、総合教育センターとして内局でやってもら

った方が良かったと所長として思ったのか。 

総合教育センター所長： 総論は教育監の説明のとおりである。教育課程も含めて研究も十分

進めており機能として出来ていると感じているが、教育機関であるため

他部局との直接的な連携が難しくなる。この幼児教育を進めていく上で
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一番の課題は他部局との連携である。公立幼稚園に対しての指導はでき

るが、私立幼稚園に対しては指導ができず、保育所に関しても指導権限

を持っていない。共通認識を図るために、研究して参考を示していくこ

とと、会議等で連携を深めることを、さらに進めていくために、機能的

にする必要があると実感している。中身的には対応できているが、連携

を深める意味で行政機関として本庁にあった方がよい。また、窓口も義

務教育課となり国との窓口業務も機動的となる。今、継続しているもの

をよりよい方向に推進できると判断している。 

興  委  員： 幼児教育推進室は７人体制でスタートするが、新規で人員を配置する

のか。また、他の人員を充てるのか。 

教 育 総 務 課 長： 新規は２名である。 

興  委  員： どの役職となるのか。 

教 育 総 務 課 長： 室長と指導主事である。センターからの人員配置となる。 

興  委  員： センターはそのための人員配置が無く、従来の人員から充当していた

ということか。 

総合教育センター所長： １名指導主事が配置されている。あと非常勤職員が１名充てられて

いる。 

興  委  員： 効果的、効率的に課長、室長の連携ができるようにしてほしい。 

溝 口 委 員： 幼児教育推進室について、知事部局との連携課題は解消できるように

なるのか。 

教 育 総 務 課 長： 知事部局職員については併任となる。よって室に常駐するのは７名

である。 

溝 口 委 員： 併任と兼務の違いは。 

教 育 次 長： 任命権者が違う場合を併任と言い、任命権者が同じで複数の箇所に席

を置くことを兼務と言う。 

興  委  員： 併任を置かなくても連携は取れると思うが、併任を置いてまで推進す

るという意気込みの表れということか。 

教 育 総 務 課 長： そうである。 

教 育 次 長： 保育士に対する研修は知事権限であるが、幼稚園教員に対する研修は

健康福祉部子ども家庭課ではできないので、補助執行というかたちで

知事権限業務を一部執行する。そういった意味でも併任をかけている。 

教  育  監： 健康福祉部子ども家庭課長や私学振興課長はトータルの協議会のメン

バーでもある。また、教育課程や職員の研修について、センターは教

育機関として関わっていく。 

興  委  員： 補助執行業務は教育次長が受けるのか。 

教 育 次 長： 教育委員会で協議して決めることになる。 

興  委  員： 従前は教育長であったが、現在は教育次長となるのか。 

教  育  監： そうである。 

加 藤 委 員： 現在、国が女性の社会参画を重要視している中で、子育ての問題が大

きな障害となっており、幼児や小学校低学年をどのように社会全体で

フォローしていくかが話題となっている。国においても方向性を示す
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にあたり大きな予算措置が講じられるので、その予算を執行する機関

として妥当だと思う。もう一つ、親の貧困のために、戸籍はあるが住

所が定まらない子どもがおり、幼児教育ひいては義務教育さえも受け

ることができないこともあるので、そのような事態の解消も新しい組

織で議論してほしい。住所登録もできないような子たちを掬えるよう

に児童相談所等との連携を密にしてほしい。 

斉 藤 委 員： 浜松市でも 100 人以上の待機児童がいる中で、浜松市長も施設を作る

ことを進めており、保育所は今後増えていくと思う。幼児教育推進室

について、こども未来課と私学振興課との連携だけでなく市町との連

携が重要になってくるのではと思う。小 1 ギャップの解消ということ

から始まっている幼児教育段階の問題は、地域格差や親の年収格差な

ど山積していると感じるが、スタートとしてこういった組織体制とな

ることは意義がある。 

教  育  監： 先日、賀茂地区への移動教育委員会で指導主事の話題となった。市町

教育委員会の指導主事で就学前の子どもに対する業務を整理してほし

いが、実際は市町だけの人材ではフォローが難しいので、県の教育委

員会が期待されている部分が大きい。また、貧困の子どもたちや、障

害をもった子どもたちへの対応についての市町との連携も考えている

ところである。 

溝 口 委 員： トレンドとして幼稚園、保育園が義務的教育のような流れにあるので、

そういったことも含んだ組織改編とみてよいか。 

渡 邉 委 員： カリキュラムも大事であるが、正規職員と非正規職員の待遇格差など

現場に立つ先生の人員についての問題もあるので、システムとして動

ける研究や実践をしてほしい。 

興  委  員： 資料６ページ（２）の幼稚園の教育課程、学習指導、園児に関する研

究及び研修が義務教育課に移管されるが、従来、義務教育課の所掌の

中に研究、研修はあったのか。 

教 育 次 長： 行政担当課としての義務教育課の中に、研究領域的な分野も含めて幼

児教育を移管することについての質問であるが、本来、深堀りする研

究業務については総合教育センターという考え方であったが、幼稚園、

保育園、認定子ども園という３つのカテゴリーができて、研究分野も

定まっていない中で、どういったパッケージで研究をしていくのかを

含めて義務教育課の付置室として執行していくという考えである。あ

る程度制度の枠組みが出来上がった段階で研究分野を総合教育センタ

ーへ戻すこともあろうかと思う。 

溝 口 委 員： 健康体育課とスポーツ振興課となるが、組み体操の問題はどちらの所

管となるのか。 

教 育 次 長： 健康体育課である。 

溝 口 委 員： 大阪は禁止としたが、静岡県も指針を出してほしい。 

興  委  員： 健康体育課の所掌業務であるが、資料７ページにある９項目が規則に

明記されるということか。 
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教 育 総 務 課 長： 精査中である。 

興  委  員： 組み体操は静岡県として機敏に対応する必要がある。 

教  育  長： 文科省の考えとこれまでの静岡県の対応を整理して考えていく。 

スポーツ振興課長： 全国の状況を文科省が調査中である。大阪は禁止で愛知は基準を設

けている中で、現在、本県でも議論を進めているが、安全管理を徹底す

るということが大前提となる。 

溝 口 委 員：静岡県の状況が分からないので、今後の委員会で指針を作ってほしい。 

スポーツ振興課長： 状況を確認し対応する。 

溝 口 委 員： 柔道の大外刈りで死亡事故があった時、学校教育課と連携し、大外刈

り禁止をいち早く決めた。現在、全柔連では初心者２ヶ月間は大外刈

り禁止となっており、静岡県は体育の安全管理について先進県となっ

ている。組み体操に関しても明確な指針を出してほしい。 

教  育  長： 他に意見は無いか。 

全  委  員： （特になし） 

教  育  長： 報告事項１を了承する。 

 

教  育  長： 以上で、本定例会の議事はすべて終了した。 

これをもって、平成 27 年度第 22 回教育委員会定例会を閉会とする。 

 


